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第５７３回入札監理小委員会議事次第 

 

日 時：令和２年３月27日（金）13：19～15：31 

場 所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１．開会 

２．事業評価（案）の審議 

 ○宮内庁ネットワークシステムの運用管理支援業務（平成31年度開始） 

 ○警察庁の行政情報管理システム業務プログラム（ⅠとⅡ）開発及び保守業務 

 ○警察庁の事前旅客情報照合業務及び外国人個人識別情報認証業務用プログラム開発及

び保守業務 

 ○総合無線局監理システム運用技術支援等の請負（総務省） 

 ○業務用電子計算機システム用機器借上げ及び運用支援業務（独立行政法人大学入試セ

ンター） 

３．閉会 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  井熊主査、関野副主査、大山専門委員、小尾専門委員 

 

（宮内庁） 

  長官官房秘書課調査企画室 金子室長 

  長官官房秘書課調査企画室 齋藤室長補佐 

  長官官房秘書課調査企画室 本山情報係長 

  長官官房秘書課調査企画室 大屋情報セキュリティ係長 

 

（警察庁） 

  情報通信局情報管理課 末澤課長 

  情報通信局情報管理課 米田課長補佐 

  情報通信局情報管理課 溝江課長補佐 

  情報通信局情報管理課 福士課長補佐 

 

（総務省） 

  総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 根本室長 

  総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 諏訪補佐 



（独立行政法人大学入試センター） 

  事業部事業第三課 木村課長 

 

（事務局） 

  足達参事官、小原参事官、飯村企画官 
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○井熊主査 それでは、ただいまから第５７３回入札監理小委員会を開催いたします。 

 初めに、「宮内庁ネットワークシステムの運用管理支援業務」の実施状況につきまして、

宮内庁長官官房秘書課調査企画室、金子室長より、ご説明をお願いいたしたいと思います。

なお、ご説明は１０分程度でお願いいたします。よろしくお願いします。 

○金子室長 ただいまご紹介にあずかりました、宮内庁秘書課調査企画室長の金子と申し

ます。どうぞよろしくお願いします。座って説明させていただきます。 

 それでは、お手元の資料１、「宮内庁ネットワークシステムの運用管理支援業務の実施状

況について」、ご説明をさせていただきます。 

 まず、１「事業の概要」の「業務内容」でございますけれども、運用管理手順書等の整

備をはじめとしまして、システムの運用管理に関する業務、情報セキュリティに関する業

務、ヘルプデスク業務など、１４の項目を記しております。いずれもネットワークシステ

ムに関する一般的な業務であると承知しております。 

 次に、（２）「契約期間」でございますけれども、平成３１年４月１日から令和２年１月

３１日までの１０カ月間でございます。 

 受託事業者は、株式会社ＤＴＳというところでございます。 

 実施状況評価期間につきましては、契約開始であります平成３１年４月１日から令和２

年１月３１日までの間について評価を実施しております。 

 おめくりいただきまして、５「受託事業者決定の経緯」でございますけれども、入札参

加者は２者でございました。そちらから入札のありました価格について見ましたところ、

予定の価格の範囲内でございましたので、最低価格落札方式によりまして、株式会社ＤＴ

Ｓが落札者となったものでございます。 

 次に、２「確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価」でございますけれども、

表の「評価事項」という欄に沿って説明させていただきますと、まず最初に「本業務の内

容」でございますけれども、本運用管理支援業務を適切に実施しております。月次報告・

週次報告におきまして、本業務を適切に実施しており、サービスの質は確保されていると

いうことを確認してございます。 

 そのほかの項目、「評価事項」のところですけれども、「本業務の一次回答時間」、「本業

務の解決時間」、それから、めくっていただいて３ページ目、「障害報告時間」、さらに「障

害解決時間」、そして「運用要領・運用計画の遵守」と、５つございますけれども、これは

いずれも契約の中でのサービスレベルアグリーメントの内容となっているものでございま
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して、それぞれ数値で細かく要求水準を定めておりますけれども、そちらについて、いず

れも満たしております。そういった意味から、サービスの質は確保されているものと考え

てございます。 

 めくっていただくと、４ページ目には、「本業務のユーザ利用満足度調査の結果」を載せ

させていただいております。アンケートの項目別に、それぞれ基準点である７５点という

ものを、いずれも八十何点という形で大きく上回っておりますので、そういった意味でも

サービスの質は確保されているという評価ができると考えてございます。 

 次に、３「実施経費の状況及び評価」でございますけれども、こちら、まず実施経費、

今回のものにつきましては、１０カ月ということで１,１５０万円でございます。これを１

２カ月に換算いたしますと、１２カ月相当として１,３８０万円ということになります。 

 そして、経費削減効果の（２）のところでございますけれども、市場化テスト導入前の、

平成２６年４月１日から２７年１月３１日までの経費として１,４２５万円。こちらを１

年間に換算いたしますと１,７１０万円ということでございます。比較しますと、前回の経

費から３３０万円の減、削減率としては１９.３％というような数字になります。 

 この減少していることの評価でございますけれども、３つの要因があると私どもは考え

てございます。まず１つ目は、資料閲覧の機会を用いるといったことをやることによりま

して、業者におきまして内容をよく把握した上で入札に臨んでいただけたということ。め

くっていただいて２つ目、②でございますけれども、落札者への取材によりますと、営業

戦略上の判断で安価で入札したということでございました。それから３つ目としましては、

システムエンジニアは、人材不足に伴って単価が高騰していると聞いておりますが、リモ

ートによる運用作業員のバックアップ体制を導入いたしましたので、システムエンジニア

の業務作業量の多寡に応じて効率的に配置することが可能となりまして、それによってコ

ストの軽減が図られたことと考えております。 

 そして、４「民間事業者からの改善提案による改善実施事項等」でございますけれども、

３つ掲げさせていただいてございます。まず１つ目が、フォレンジック調査対応手順の整

備でございます。情報セキュリティインシデントの発生時には、必要となる対応について

迅速かつ漏れなく行う必要がございますので、原因を特定するための調査実施に係るメモ

リダンプの取得などにつきまして対応手順書を整備いたしまして、これを共有いたしまし

たけれども、こちらは対応の迅速化という意味でも意味があったものと考えてございます。 

 ２つ目ですけれども、担当から依頼する業務としましては、ファイルサーバのアクセス
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権限の管理・変更にマトリクス表を利用しておりますけれども、依頼ユーザの手違いによ

りまして、その申請をそのまま変更しますと、権限構成が変化してしまっていろいろ支障

が出るという不具合もございます。そういったことを防ぐという意味で、マトリクス表の

変更箇所を確認するためのツールを作成いたしました。その上で、実際の作業に入る前に

依頼ユーザに対して確認をお願いするということで、それによる確認の実施を踏まえると

いうことで、適切なアクセス権限の維持というものに貢献できまして、従いまして、当庁

担当、それから運用管理支援業者、双方で負担の軽減ということが実現できたのではない

かと考えております。 

 そして３つ目でございますけれども、目的外のサーバログインの未然防止でございます。

運用作業員が誤って目的と異なるサーバにアクセスすることがないように、管理対象サー

バへの自動接続マクロというものを作成しまして、誤アクセスの未然防止、それから作業

の効率化というものを図りまして、情報セキュリティ対策の強化を図ったというものでご

ざいます。 

 これらを踏まえまして「全体的な評価」、５番でございますけれども、まず月次報告・週

次報告などによりまして、運用管理支援業務の状況を確認いたしましたところ、同業務に

起因する情報漏えい、それから重大障害といった事態は発生しておりませんし、また要求

水準を満たすという意味でも、サービスレベルアグリーメントの全項目において満たして

いるものと考えております。また、ヘルプデスクでのアンケート調査でも、基準スコアの

７５点を大きく上回るという、平均点８８.７点ということで達しておりますので、これら

を踏まえますと、全体的な評価として、実施要項で設定しましたサービスの質というもの

は確保されていると評価することができると考えてございます。 

 そして、６「今後の事業」でございますけれども、（１）、事業の実施状況のところに５

つの観点がございますけれども、これらはいずれの観点も目的を達成しているものと考え

ております。また、前回の評価実施の際には未達成でございました③、めくっていただい

て、６ページのちょうど２行目になりますけれども、競争性の確保という課題でございま

したけれども、まず本事業入札に当たっては、できるだけ早期から声をかけたり、それか

ら事業者の引き継ぎ期間を延長したり、さらには入札参加資格の緩和といった、競争環境

の整備に資するような取り組みを行うなど工夫をさせていただきまして、それによって応

札者が２者となったということで改善に至っており、さらに実質経費の削減にもつながっ

ているということは⑤のところで評価できると考えております。 
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 「次期事業の実施」についてでございますけれども、本事業につきましては、以上のよ

うに複数者の応札があるなど、総合的に判断して良好な結果が得られているものと考えて

おります。また、第１期、第２期、第３期、全て事業実施者が異なるという結果となった

ことから、同一企業が連続して担うというような、いわゆる１者縛りという状況ではなく

なったものと言えるのではないかと考えております。このことから、「市場化テスト終了プ

ロセス及び新プロセス運用に関する指針」のⅡ１（１）の基準を満たしているものと考え

ており、今期をもって終了プロセスに移行したいと考えてございます。 

 市場化テスト終了後の事業実施につきましてですけれども、「競争の導入による公共サ

ービスの改革に関する法律」の対象から外れるということになりますけれども、これまで

皆様方に審議いただき指摘いただいた内容というものをきちんと踏まえまして、公共サー

ビスの質、それから実施期間、入札参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏

まえた上で、宮内庁として自ら、公共サービスの質の維持・向上、コストの削減というも

のを図っていく所存でございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○井熊主査 ご説明ありがとうございました。 

 続きまして、同事業の評価（案）につきまして、総務省よりご説明をお願いします。な

お、説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 それでは、事務局より、評価（案）につきまして資料Ａ－１に基づきご説明い

たします。「事業の概要等」につきましては、先ほど宮内庁よりご説明がありましたので、

説明は割愛いたします。 

 ２「評価」について結論から申し上げますと、終了プロセスに移行することが適当であ

ると考えております。２ページの「対象公共サービスの実施内容に関する評価」につきま

しては、設定された「確保されるべき水準」を全て満たしており、適切にサービスは履行

されていると考えております。 

 次に、４ページの「実施経費」につきましても、従来経費と比較して約１９％減少して

います。 

 続いて、４ページの（４）「選定の際の課題に対する改善」については、競争性に課題が

認められていたところですが、業務引継期間の緩和等を実施して２者応札になり、改善さ

れているところです。 

 次に、（５）「評価のまとめ」ですけれども、対象サービスの確保されるべき質について
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は目標を満たしており、また民間事業者からも様々な提案があり、質の向上に貢献してお

ります。また、経費も削減されており、法令違反等もなく、今後もＣＩＯ補佐官等のチェ

ックを受けることが予定されております。 

 以上から、最終ページの（６）「今後の方針」ですが、「市場化テスト終了プロセス及び

新プロセス運用に関する指針」Ⅱ１（１）の基準を満たしていることから、現在実施中の

事業をもって市場化テストを終了することが適当と考えられます。 

 説明は以上です。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明に関しまして、ご意見、

ご質問のある委員はご発言願います。いかがでしょうか。どうぞ。 

○関野副主査 ご説明ありがとうございました。評価なので、今の対象期間は経費も節減

されたし全ての項目を満たしたということなのでしょうけれども、資料Ａ－３の非公表の

推移のところを見ると、今現在やっているところでいくと、評価の対象から外れた第３期

は、単年度でいくとまた上がってしまっているわけですよね。多分、そう読むのだと思う

のですが、今現在は上がっている理由というのは、ＤＴＳと比べてエヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズが上がっているというのは、何ができなくて上がったのか。例えば先

ほどご説明がありましたリモートバックアップができないとか、そういう理由なのかなと

思うのですが、評価とは関係なく、今現在の価格が上がっている理由について、ちょっと

ご説明願いたいと思います。 

○本山情報係長 ご説明いたします。 

 ２期目の金額が想定よりも安くなっておりまして、３期目が高いということではなく、

適正な価格に落ち着いたものかと思っております。何ができないかということは、２期目

と３期目とでは仕様は変わっておりませんので、２期目の金額が頑張り過ぎたのかなとい

ったところだと思っております。 

○関野副主査 ありがとうございます。多分そうなのでしょうけど、資料の４ページ・５

ページで、安かった理由というのが書いてあって、②「営業戦略上の判断」というのは多

分そういうことなのだろうと思うんですけど、③番とか①番ということはエヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケーションズはないという判断、解釈なのでしょうか。 

○金子室長 済みません。お答えさせていただきます。 

 委員ご指摘のとおり、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズにおきまして、今回の

第３期の入札におきましても、資料閲覧等の機会を、入札の業者にはやらせていただいた
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り、あと早目から声をかけさせていただいたり、それからいろいろ提案であるとか質問で

あるとか、たくさんいただいたところでございます。それらにできる限り応えさせていた

だいたところでございまして、そういった意味では、今回、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズに入札いただいた際に、私どもの競争性の向上に向けた営みというのは響い

たのではないかと考えてございます。 

 ただ一方で、先ほど本山から申し上げましたとおり、２期目の方が、同じ資料Ａ－３の

表にもございますけれども、落札率が低く、当初、見積もりを調査したときから大分安く

入札されておりまして、そういった意味で、当初考えていた見積もりの段階から、ちょっ

と私どもの予想を超えて下がっているところがございましたので、そういった意味で、第

３期についてはちょっと高く見えるというところもあったのだろうと思います。ただ、い

ずれにしましても、今、委員にご指摘いただいたとおり、４ページの①、それから５ペー

ジの③といったところの私どもの努力というのは、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズにも響いたのではないかと考えております。 

○関野副主査 ありがとうございました。評価としては終了プロセスでよろしいと思いま

すけど、今後また検討いただきたいと思いますが。 

○井熊主査 ほかにいかがですか。 

 今ご指摘があった単価というのは、一番左のほうから４つありますけれど、だんだん上

がっていますね。これは人件費ですか。 

○本山情報係長 そうです。人件費です。 

○井熊主査 人件費が上がっていて、本来であれば、今回の審議対象になっているところ

というのは、落札率が低く、それで２６年度に対するコスト削減が１９％だから、ここで

も実際は、予定価格ベースで見ると結構上がっていたと。それをこの落札率で頑張ってや

ったから、ここがかなり安くなっているという構造をしているということですよね。 

○金子室長 はい。 

○井熊主査 かなり安いコストなんですけど。これは何か、それが正しいかどうかとか、

そういうことは調査されているのですか。 

○金子室長 ＤＴＳにヒアリングをさせていただきまして、本当にこれはどういった理由

だったのでしょうかと聞きましたら、やはり、何というか、経営上の判断だというような

ことでございました。 

 その後についてなのですけれども、もう少しいろいろ手続というか、第３期の契約など
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も進めてみますと、３期目の受託者としてはエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズが

なっているのですが、こちらの業者と再委託契約をＤＴＳが結んでいらっしゃったという

ことでございました。再委託契約が結ばれる際、手続はきちんと私どもも審査をさせてい

ただいた上で、手続的に問題がなかったので認めさせていただきましたけれども、そうい

った作戦というか戦略がもともとＤＴＳにおありだったのかもしれません。詳細、定かで

はございませんけれども、そのように考えてございます。 

○井熊主査 その辺は民間事業者の方々が、おのおのの戦略の中で、いろんなフォーメー

ションで対応してくるというのは、否定されることでもないかなとは思います。 

 ほかに何かご意見などございますでしょうか。 

 ご指摘がありましたとおり、これまでずっと固定されていた実施事業者というのが、競

争で毎回変わるということで、１つ新しい、今までの形を破ったということでは、大変意

義がある成果かなと思います。今後につきましては、次は残念ながら１者入札になってい

ますけど、また新しい固定にならないように、ぜひともいろいろ工夫を続けていただけれ

ばなとは思います。 

 それでは、本事業の評価（案）の審議はこれまでとさせていただきますが、事務局から

何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 ございません。 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえ、終了とする方向

で監理委員会に報告するようにお願いいたします。本日はどうもありがとうございました。 

○金子室長 今回の学びで、業者にとってわかりにくい、怖い、入札できないというもの

がどんなものであるかということを勉強させていただいたように思っており、そういった

ブラックボックスをなくしていく営みを引き続きやってまいりたいと思います。どうもあ

りがとうございました。 

○井熊主査 どうぞ頑張ってください。 

（宮内庁退室） 

（警察庁入室） 

○井熊主査 それでは続きまして、「警察庁の行政情報管理システム業務プログラム（Ⅰと

Ⅱ）開発及び保守業務」の実施状況につきまして、警察庁情報通信局情報管理課、末澤課

長よりご説明をお願いいたしたいと思います。なお、ご説明は１０分程度でお願いいたし

ます。 
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○末澤課長 警察庁情報通信局情報管理課の末澤と申します。どうぞよろしくお願いいた

します。 

 ただいまご紹介いただきました「行政情報管理システム業務プログラム（ⅠとⅡ）開発

及び保守業務」の実施状況についてご説明いたします。 

 行政情報管理システム業務プログラムは、ⅠとⅡで別契約になっております。まずは業

務プログラムⅠについて、資料２－１に沿ってご説明いたします。なお、資料Ｂ－２、Ａ

４の横になっておりますけれども、こちらもあわせてごらんください。 

 １項「事業の概要」の（１）「業務内容」でございますが、行政情報管理システムとは、

警察行政事務に必要な各種情報を警察庁の電子計算機で一元的に管理し、都道府県警察か

らのさまざまな照会に回答するシステムです。本システムは、平成２９年度にプログラム

Ⅰ及びⅡの開発及び保守、平成３０年度にシステム構築及び機器の賃貸借の調達を行い、

平成３１年３月から令和４年３月までの運用になります。 

 業務プログラムⅠの対象としている範囲については、６つの業務プログラムの開発と当

該プログラムの保守としており、機器の賃貸借とシステム構築は平成３０年度の調達であ

るため対象外としております。業務プログラムⅠの業務については、警備業管理業務、銃

砲登録照会業務、風俗営業等管理業務、探偵業管理業務、インターネット異性紹介事業管

理業務、及び古物営業管理業務の６業務です。いずれも、関係法令に基づいた情報を警察

庁で集約し、都道府県警察からの照会に対する回答、各種統計表の作成等を行う業務です。 

 （２）「契約期間」は、プログラム開発が、平成２９年７月５日から平成３１年２月２８

日までの約２０カ月、プログラム保守が、本システムの運用開始日となる平成３１年３月

１日から令和４年３月３１日までの３７カ月です。 

 また（３）「受託事業者」については、株式会社日立製作所です。 

 （４）「受託事業者決定の経緯」については、入札説明会の参加者が２３者で、そのうち

の２者が入札に参加しています。２者の企画書について審査した結果、全ての指標を満た

していたので、平成２９年６月に開札し、日立製作所が落札いたしました。 

 （５）実施状況の評価期間は、平成２９年７月５日から令和２年２月２９日までの２年

８カ月です。 

 次に、２項「確保されるべき対象業務の質の達成状況及び評価」についてご説明いたし

ます。 

 １つ目、「業務の内容」の状況については、プログラム開発のスケジュール遵守を指標と
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していたところ、スケジュールを遵守して適切に実施することができなかったものはござ

いませんでした。 

 ２つ目、「サービスレベルアグリーメントの締結」の状況については、必要な管理項目・

サービスレベルの管理指標等について、サービスレベルアグリーメントを締結しています。 

 ３つ目以降の、「技術者駆けつけ時間」、「障害報告に要する時間」、及び「回答に要する

時間」の３つの状況については、それぞれのサービスレベルアグリーメントの指標につい

て実施状況の確認を行い、いずれの項目についても指標の値の条件を満たしています。 

 以上のことから、対象業務の質は確保されていると評価しております。 

 次に、３項「実施経費の状況及び評価」についてご説明いたします。まずプログラムⅠ

の開発業務について、市場化テスト前の事業においては既存プログラムの利活用が可能で

あったところ、本事業ではベンダーロックインを排除するため、ＯＳ及びミドルウエアに

オープンソースソフトウエアを採用いたしました。これに伴い、プログラムの全面的なつ

くり直し作業が増加しております。当該作業は全工数の４９.８％に相当することから、プ

ログラム開発業務の実施経費については、当該作業に見合う経費を除く補正を行っており

ます。また、本事業の契約期間が市場化テスト前後で異なるため、実施経費の評価に当た

っては、契約額を１カ年に換算いたしました。実施経費については、プログラム開発及び

プログラム保守のそれぞれについて１カ年換算した場合は、⑨に示しますとおり、８,２０

２万４,０００円となっております。同様に、市場化テスト前の実施経費について１カ年換

算した合計は、⑫に示しますとおり、８,８３６万４,０００円になっております。 

 経費削減効果については、１カ年当たりの削減額は６３３万９,０００円となっており、

市場化テストの実施前に比べ、約７.２％の削減効果がありました。民間競争入札において

競争性が働いた結果、経費削減を達成することができたと評価しております。 

 次に、４項「民間業者からの改善提案による改善実施事項等」です。プログラム保守業

務について、保守性の向上に関する改善提案がございました。これは、開発からリリース

実施までの流れ、開発資材の同期方法等についてマニュアルを作成することで手順を明確

化し、プログラム資産を適切に管理するものです。これにより、プログラム開発における

手法の共通化が進み、今後、プログラム改修等を行うことになった場合に、真に必要な作

業についてのみ委託改修を行う等、経費削減につながるものと考えております。 

 次に、５項「全体的な評価」については、１つ目、実施期間中に民間事業者が業務改善

指示等を受けた事実及び業務に係る法令違反行為等を行った事案はございませんでした。
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２つ目、業務の実施に当たり確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成して

いると考えております。３つ目、民間事業者からの改善提案等により創意工夫がなされ、

業務の質の向上に貢献しております。４つ目、本事業の入札においては２者からの応札が

あり、実施経費も約７.２％の経費削減効果がありました。５つ目、特定ベンダーのみが納

品できる製品を排除するなど、オープンな仕様を策定することにより、民間事業者の参入

障壁を取り除けたことから複数者の応札があった。６つ目、実施状況については、外部有

識者によって構成される警察庁会計業務検討会議においてチェックを受ける体制がござい

ます。 

 以上のように評価しておりまして、６項「今後の事業」については、総合的に判断して

良好な実施結果が得られていることから、次期事業については、終了プロセスへ移行した

上で、自ら対象業務の質の維持と経費削減を図っていくことを考えております。 

 続きまして、業務プログラムⅡについて、資料２－２に沿ってご説明いたします。業務

プログラムⅠとの重複部分の説明は省略してご説明いたします。 

 まず、１項「事業の概要」の（１）「業務内容」ですが、本事業で対象としている範囲に

ついては、５つの業務プログラムの開発と、当該プログラムの保守を対象範囲としており、

相談情報管理業務、ストーカー情報管理業務、配偶者暴力情報管理業務、遺失物管理業務、

及び身元確認照会業務の５業務です。いずれも、都道府県警察からの情報を警察庁で集約

し、都道府県警察からの照会に対する回答、各種統計表の作成等を行う業務です。 

 （２）「契約期間」及び（３）「受託事業者」については、業務プログラムⅠと同様でご

ざいます。 

 （４）「受託事業者決定の経緯」については、入札説明会の参加者が１３者であり、その

うち３者が入札に参加しています。３者の企画書について審査したところ、全ての指標を

満たしていることを確認して、平成２９年６月に開札したところ、日立製作所が落札いた

しました。 

 （５）「実施状況評価期間」は、平成２９年７月５日から令和２年２月２９日までの２年

８カ月です。 

 次に、２項「確保されるべき対象業務の質の達成状況及び評価」については、業務プロ

グラムⅠと同様に、対象業務の質は確保されています。 

 次に、３項「実施経費の状況及び評価」については、業務プログラムⅠと同様に、プロ

グラム開発業務について、オープンソースソフトウエアの導入に伴う作業増加にかかる経
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費を除く補正を行っています。 

 （１）「実施経費」については、プログラム開発及びプログラム保守のそれぞれについて

１カ年換算した合計は、⑨に示しますとおり、８,２４７万４,０００円になっております。

同様に、市場化テスト前の実施経費について１カ年換算した合計は、⑫のとおり、８,４２

１万８,０００円になっております。 

 （２）「経費削減効果」については、１カ年当たりの実施経費の削減額は１７４万３,０

００円となっており、市場化テスト実施前に比べて約２.１％の削減効果がありました。民

間競争入札において競争性が働いた結果、経費削減を達成することができたと評価してい

ます。 

 以降は業務プログラムⅠと同様であり、６項「今後の事業」については、総合的に判断

して良好な実施結果が得られていることから、終了プロセスへ移行した上で、自ら対象業

務の質の維持と経費削減を図っていくこととしたいと考えております。 

 当方からの説明は以上でございます。 

○井熊主査 ありがとうございました。 

 続きまして、同事業の評価につきまして、総務省よりご説明をお願いします。なお、ご

説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 総務省より、評価についてご説明いたします。 

 まず資料Ｂ－１－１をごらんください。結論から申しますと、終了プロセスに移行する

ことが適当であると考えております。「事業の概要等」につきましては警察庁からご説明が

ありましたので、「入札の状況」にだけ触れさせていただきますと、２者応札になっており

ますので、競争性の確保は達成されているものと考えております。 

 次に、Ⅱ「評価」の２「検討」、（２）「対象公共サービスの実施内容に関する評価」に移

ります。２ページの表をごらんいただきます。達成状況につきましては、全ての評価事項

につきまして測定指標を達成しておりますので、業務の実施は適切に行われていたものと

評価できます。「民間事業者からの改善提案」につきましては、開発からリリース実施まで

の流れや開発資材の同期方法等についてマニュアル化することで手順が明確になったため、

プログラム資産の適切な管理が可能になり、業務の質が改善されたと評価しております。 

 次に３ページにまいります。「実施経費」についてですが、その表にございますように、

「増減率」として年換算で７.２％減になっておりますので、コスト削減も達成されている

ものと考えられます。 
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 「評価のまとめ」ですが、業務の実施に当たって確保されるべき達成目標として設定さ

れた質については、目標を達成していると評価できます。それから民間事業者の改善提案

により、業務の質の向上に貢献したものと評価できます。実施経費につきましても、年換

算で７.２％減額されておりますので、効果があったと評価できます。その他、業務改善指

示等もなく、さらに今後は警察庁の会計業務検討会議において事業実施状況のチェックを

受けることになっておりますので、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関

する指針」の２.１.（１）の基準を満たしていると判断でき、現在実施中の事業をもって

市場化テストを終了することが適当であると考えられます。 

 以上がプログラムⅠに関してですが、プログラムⅡに関しましては、資料Ｂ－１－２を

ごらんいただきたいと思います。１「事業の概要等」の「入札の状況」の３者応札、また

３ページ目の「実施経費」につきまして「増減率」が２.１％減となっており、さらにこの

数字以外のところにつきましてはプログラムⅠと同様でございまして、やはり終了プロセ

スに移行するための基準を満たしていると考えられますので、現在実施中の事業をもって

市場化テストを終了することが適当であると判断いたします。 

 以上です。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明に対しまして、ご質問、

ご意見のある委員はご発言願います。いかがでしょうか。 

○大山専門委員 説明ありがとうございました。なかなかいい結果が出ていると思うので

すが、これが得られた主な理由というのを教えていただければと思います。 

 それに関係して、最初に質問になるのですけれども、ＯＳＳを使って、オープンソフト

系でいろいろ開発しても、その後、でき上がったソフトウエアをほかの会社が改修する。

すなわち、つくったところがほかのところで手を入れるようなことというのができなくな

ると、結構、高どまりしてしまうことがあって、ほかの例ではなかなか難しい状況が起こ

っているのも見受けるのですが、その主たる理由は、業務が実はわからない。ここで警察

庁が今おやりになったのは、業務としては単純明快になっているのか。要は例外処理とか、

それから、さまざまな、そのときの担当者の判断で手順を変えてしまうような業務になる

と、なかなかこれは難しくなって、それが全部伝わらないと、次の会社は当然、でき上が

ったソフトウエアが幾ら読めても、内容がわからないということになってしまう。すなわ

ち言い方を変えれば、業務フローをちゃんと説明しているかどうか、相手にわかるように

なっているかどうかが、最初の大きな理由の一つになるのかなと、私自身の経験でそう思
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っているのですが、そこについて、今回の件についてはどういうふうにお考えかというの

を教えていただければ。それから、最初に質問したように、別会社でも改修が可能になっ

ているか。そこをどうお考えですかというのを、ちょっと教えていただければと。非常に

いい参考事例になると思いますので、教えていただきたいと思いますが、いかがでしょう

か。 

○末澤課長 基本的には、今回のもので一定の成果が得られたものにつきましては、やは

りオープンソース化などを進めることによって、競争性を働かせるということが実現でき

たことによって、２者あるいは３者の応札があったというところが、一番大きな要因の一

つだろうとは考えております。 

 今後、ほかの業者が入ってくるかどうか、競争性を阻害するようなことがないかという

ことでございますが、基本的には、例えば、私どもが今度用意しております、ソースプロ

グラムを含めたあらゆるドキュメントというものは、きちんと閲覧できるような形で提示

するということを考えておりますし、そういう意味では、そういうところをきちんと見れ

ば、一定程度の競争性は確保できるのではないかなとは考えています。もちろん、最初に

つくったところが有利になるという可能性が絶対にないかと言われれば、それはあるのだ

ろうと思っておりますが、ただ、それらのものについてはきちんと、応札しようという業

者に対しては全て提示することによって、全てきちんと解析してやっていけるという形を

つくっていくことで対処できるものと考えております。 

○大山専門委員 すみません。ありがとうございます。 

 だとすると、もし可能であれば何かのときに聞いていただければと思うのですが、今回、

残念ながら落ちてしまったけど、あるいは入札に参加しなかったところがいると思うので

すが、すなわち警察庁が要求した業務に関する難解な点はなかったのかというのを確認い

ただけるとありがたいです。要するに、それがわからないと手を挙げようがないはずなの

で。それで、これだけ入ってきたということは、そこが非常にうまく説明されていたか、

あるいは非常にわかりやすくできていたかということが、やはり大前提になっているので

はないかなというのを、ちょっと確認できればしたいと思っていまして。それは、言い方

を変えると、いかに業務をやさしく説明することが大事かということを、今、政府全体の

情報システムの調達を見ると、そこのところで難しいやつほどひっかかっているように思

います。これはもうほんとうに、ＯＳＳでここまで効果が出たといういい例なので、ぜひ

そこの差があるかどうかを、できればハイライトしてしまいたいと思うので、教えていた
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だきたいと思います。 

○末澤課長 わかりました。委員のご指導に従いまして、今回の件も含めまして確認させ

ていただきます。 

○大山専門委員 お願いします。 

○井熊主査 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○小尾専門委員 ご説明ありがとうございます。 

 今回、ＯＳＳを使って競争性が向上したということについては非常によかったと思う一

方で、今回、費用の削減の部分では、ＯＳＳにかかる費用というのを除外した形で計算さ

れているわけですが、一方で、ＯＳＳを使うことによって、いわゆる開発環境だったり、

開発に少し手間がかかるということで開発費そのものが、例えば今回、ＯＳＳを省いてこ

れだけと言っていますが、今度、次の開発についても、やはりここの部分が乗ってきてし

まう。そういう意味では、従前の費用に比べると高どまりをしてしまう可能性があるかな

と思っています。 

 もちろん、ＯＳＳを使うことのメリットというのは、これ単体で見るとなかなか効果を

発揮できないかもしれないけれど、複数のいろんなほかのシステムと、例えばハードウエ

アを共通化するとか、いろんなところでメリットが出てくると思うのですが、そこを、い

わゆる警察庁がつくる全体のシステムというのを考えた上で、どこまでトータルの費用を

削減できる見込みがあるのかというところを、どういう考え方でＯＳＳを進めてきて、最

終的にトータルの費用が増えるのか減るのか。減る見込みがあるからやっているのではな

いかと思うわけですが、その辺の何か見込みというか考え方を教えていただけたらと思う

のですが、いかがでしょうか。 

○末澤課長 今、委員からご指摘があったとおりでございまして、ＯＳＳ化というのは、

当然のことながら競争性を確保していくということによって、それを目的にしてやってい

くということでございまして、それぞれ個別の業務についても、当然できるだけこういう

ものを進めていくというふうに考えておりますし、また、いろいろな中で、私ども、全て

共通基盤をつくって、きちんとオープンなシステム、アーキテクチャーなりオープンソー

スのものを使ってやっていこうという取り組みは、警察庁全体のシステムについてもでき

るだけ取り組んでいこうということで準備を進めておりまして、そういう意味では、そう

いうところについても対応できるのではないかなと考えております。ちょっと今、試算の

金額などは持ち合わせておりませんので、ここでは割愛させていただきますが、そういう
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意味では、今までのベンダーロックがかかったような形のものではなくて、そういうこと

を進めていくことによって競争性を確保してということについては、警察庁の情報システ

ムの全般に対して、今、考えて、実際に取り組みを行っているところだとご理解いただけ

ればと思います。 

○小尾専門委員 ただ、いわゆるソフトウエア自体は少し上がるかもしれないですが、ト

ータルのハードウエアなども含めると、ある程度、費用の削減は可能であるという考え方

で進められているということなのでしょうか。 

○末澤課長 はい。 

○小尾専門委員 ありがとうございます。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。どうぞ。 

○関野副主査 評価としては適正だと思いますが、ちょっと経緯を教えていただきたく、

プログラムⅠとⅡに分けて入札をかけたということで、だけど結果は同じ業者が請け負い

ましたと。多分、分けた理由は、競争性を確保したいということかなと思ったのですが、

どちらがよりよかったのですか。プログラムⅠとⅡを同じ業者がやってみたら、結果とし

て、使う側、市場側としてやりやすかったとか、そういうことはあるものなのでしょうか。

それとも、やっぱり偶然ⅠとⅡが同じだったので、あまりそういう使用の面では変わらな

かったということでしょうか。 

○末澤課長 基本的に、あまり大規模なものになってしまっては、やはり大きなところし

か入れないというようなことがあります。そういう、競争性を阻害するようなことになっ

てはならないということで、２つに分けたということでございますので、そこについては

考え方は正しかったと思っております。  

○溝江課長補佐 同一の業者になったということで、やはり開発担当者としては、異なる

業者よりもスムーズにいったとか、使用についても、使用者にとって非常にやりやすくな

ったという面はあるかと思います。それは結果としてということでございますので、例え

ば違う業者だったとしても、官側の方で、そこはきちっと業者と話をして、使用者に負担

がないような開発をする必要はあったかと思っております。 

○関野副主査 ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかはよろしいですか。 

 入札の結果は非常にいい結果だったのではないかなと。あと、委員からご指摘がありま

したとおり、ＯＳＳに、これはあえて投資しているわけですよね。あえて投資して、それ
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によって競争性を上げたと。やはり、その投資は今後の競争性ということで回収されてい

くのかなと理解されておりますので、先ほどもご説明がありましたように、そのＯＳＳの

効果が適切に発揮されるように、ぜひ今後の事業というのをうまく運営していってほしい

なと思います。 

 あと、過去の評価も応募者数が２者ありますよね。だから、競争性があったということ

も、今回は競争性があるのですが、やはりベンダーロックから脱したという部分が、この

前の入札と今回の大きな違いかなと思いますので、それは評価書の中で、どこかで何か触

れておいたほうがいいのかなと思います。 

○事務局 Ⅱ「評価」２「検討」（４）「選定の際の課題に対応する改善」のところには、

同一業者の落札から改善されたと書いてありますが、もう少しはっきり書かせていただき

たいと思います。 

○井熊主査 ありがとうございます。 

 それでは、本事業の評価（案）の審議につきましてはこれまでとさせていただきたいと

思いますが、事務局から何か確認すべき事項などはございますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえ、事業終了とする

方向で監理委員会に報告するようにお願いいたします。本日はどうもありがとうございま

した。 

（警察庁退室） 

（警察庁入室） 

○井熊主査 では引き続きまして、「警察庁の事前旅客情報照合業務及び外国人個人識別

情報認証業務用プログラム開発及び保守業務」の実施状況につきまして、警察庁情報通信

局情報管理課、末澤課長よりご説明をお願いいたします。なお、説明は１０分程度でお願

いいたします。よろしくお願いします。 

○末澤課長 一部メンバーが変わっておりますけれども、引き続きご説明させていただき

ます。 

 「事前旅客情報システム及び外国人個人識別情報認証システムの実施状況について」、資

料３に沿ってご説明いたします。また、資料Ｃ－２、Ａ４横のものでございますが、これ

もあわせてごらんください。 

 まず、１項「事業の概要」の（１）「業務内容」でございますが、事前旅客情報システム



 -17- 

とは、航空会社から提供される国際線の搭乗者氏名等の旅客情報と関係省庁が保有する要

注意者情報を照合し、我が国の安全対策上問題がある旅客等の情報を関係部署に通報する

システムでございます。また、外国人個人識別情報認証システムとは、入国審査時に提供

される外国人の個人識別情報と関係省庁が保有する要注意者の個人識別情報を照合し、我

が国の安全対策上問題がある旅客等の情報を関係部署に通報するシステムでございます。

本システムは、平成２９年度及び３０年度に対象となるプログラム開発、プログラム保守、

システム賃貸借、及びシステム構築等を含めた調達を行い、平成３１年３月から令和４年

３月までの運用になります。 

 （２）「契約期間」については、プログラム開発及びシステム構築等が、平成２９年１１

月２１日から平成３１年２月２８日までの１６カ月、プログラム保守及びシステム賃貸借

が、本システムの運用開始日となる平成３１年３月１日から令和４年３月３１日までの３

７カ月で、（３）「受託事業者」は日本電気株式会社でございます。 

 （４）「受託事業者決定の経緯」については、入札説明会の参加者が１１者あり、そのう

ち１者から応札がありました。提出された企画書等を審査した結果、警察庁の要求要件を

満たしていることが確認され、平成２９年６月２３日に開札した結果、不落となりまして、

再度入札官報公告を行っています。２回目の入札説明会については１６者の参加があり、

そのうち１者から応札がありました。提出された企画書等について同様の確認がなされ、

平成２９年１１月１５日に開札した結果、不落となりましたが、その後の商議により随意

契約になったという経緯になります。 

 （５）「実施状況評価期間」は、平成２９年１１月２１日から令和２年２月２９日までの

２年４カ月です。 

 次に、２項「確保されるべき対象業務の質の達成状況及び評価」についてご説明します。 

 １つ目、スケジュール遵守の状況については、プログラム開発のスケジュール遵守を指

標としていたところ、スケジュールを遵守して適切に実施することができなかったものは

ありませんでした。 

 ２つ目、サービスレベルアグリーメントの締結の状況については、必要な管理項目・サ

ービスレベル管理指標等について保守作業計画書が提出され、警察庁で内容を確認したと

ころ、対象業務の質は確保されています。 

 ３つ目と４つ目、「障害復旧目標時間」及び「技術者駆けつけ時間」の２つの状況につい

ては、調達仕様書の保守要件を満たすことができなかったような案件はございませんでし
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た。 

 ５つ目と６つ目、「障害報告に要する時間」及び「回答に要する時間」の２つの状況につ

いては、それぞれの保守作業計画書の指標の実施状況を確認し、いずれの項目においても

指標の値の条件を満たしています。 

 以上のことから、対象業務の質は確保されていると評価しております。 

 次に、３項「実施経費の状況及び評価」についてご説明いたします。まず、プログラム

開発業務については、市場化テスト前の事業においては既存プログラムの利活用が可能で

あったところ、本事業ではベンダーロックインを排除するため、ＯＳ及びミドルウエアに

オープンソースソフトウエアを採用いたしました。これに伴い、プログラムの全面的なつ

くり直し作業が増加しています。当該作業は全工数の３５.２％に相当することから、プロ

グラム開発業務の実施経費については、当該作業に見合う経費を除く補正作業を行ってお

ります。 

 また、本事業の契約期間が市場化テスト前後で異なるため、実施経費の評価に当たり、

契約額を１カ年換算いたしました。まず（１）「実施経費」については、プログラム開発、

プログラム保守、及びハードウエア関連経費のそれぞれについて１カ年換算した合計は、

⑯に示しますとおり５億１２２万５,０００円となっております。同様に、市場化テスト前

の実施経費については、１カ年換算した合計は、㉗に示しますとおり、３億１,４５６万５,

０００円になっております。 

 （２）「経費削減効果」については、１カ年当たりの実施経費は１億８,６６５万９,００

０円の増となっておりまして、市場化テスト実施前に比べて５９.３％、経費増となってお

ります。 

 次に、４項「民間事業者からの改善提案による改善実施事項等」についてです。プログ

ラム保守業務について、利便性の向上に関する改善提案がございました。具体的には、利

用者が情報の入力を行う際に無用な操作を減らすことや、入力に誤りのある箇所を強調し

て表示することのほか、１画面当たりに表示する情報の量やレイアウトを適切に設定する

ことなど、利用者が情報を把握しやすくするための改善提案がございました。これにより、

操作性、利便性を向上させる効果が認められました。 

 次に、５項「全体的な評価」については、１つ目、実施期間中に民間事業者が業務改善

指示を受けた事案、又は業務に係る法令違反行為等を行った事案はありませんでした。２

つ目、業務の実施に当たり確保されるべきサービスの質に係る達成目標については、達成
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しております。３つ目、民間事業者からの改善提案は創意工夫がなされ、業務の質の向上

に貢献しています。４つ目、最後の段落のほうに飛びますが、実施状況について、外部有

識者によって構成される警察庁会計業務検討会議によりチェックを受ける体制がございま

す。５つ目でございますが、先ほどのところに戻りますけれども、実施経費については、

市場化テスト実施前と比較して約５９.３％の経費増となっております。経費増の要因と

いたしましては、業務処理件数の増加に伴い、ハードウエア性能を強化し、業務性質上必

要となる処理速度を維持するための経費がハードウエア関連追加コストとして含まれてい

ることに加えまして、プログラム開発の調達において、市場化テスト実施前は、複数応札

後、最低の入札価格が予定価格と比較して当庁が定める基準よりも低価格であったために、

請負契約に係る品質の確保を目的とした調査を行った後に契約しているところ、今回の本

事業においては不落随契となってということが挙げられるかと考えております。 

 なお、本事業の入札においては１者応札が継続しており、課題が認められるところでご

ざいます。この要因といたしましては、警察庁のほかのシステムや他省庁のシステムとの

接続について、潜在的なリスクを懸念していると考えられます。これに対しましては、調

達仕様書で一般的な通信手順と明記した上で、公告期間中に詳細な資料を閲覧可能とし、

どのような事業者でも容易に実現が可能であることはわかるように措置しているところで

ございます。しかし、新規参入事業者としては、他社が構築した複数の他システムとの接

続に不可欠な当該他社との調整に係る潜在的リスクへの懸念が払拭されず、入札を辞退し

たものではないかと考えております。 

 以上のように評価しておりまして、６項「今後の事業」については、経費削減及び競争

性の確保において課題が認められますことから、引き続き市場化テストを継続していく必

要があるものと考えております。課題については、従前の取り組みに加え、最も重要な課

題である、企業が抱く懸念を解消するために、次の３点について取り組む予定としており

ます。１点目として、資料提供招請時に説明会を開催し、関心のあった企業から意見を聴

取します。２点目として、寄せられた意見等に基づき、実施要項を見直すとともに、改正

した実施要項に関する意見招請を実施し、説明会を再度実施します。３点目として、寄せ

られた意見を踏まえ作成した最終の実施要項について、入札説明会の機会を通じ、企業が

抱く懸念解消に向け警察庁が取り組んだ内容等について説明いたします。 

 なお、当庁では、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に

基づく警察情報管理システムの合理化・高度化のための共通基盤の整備を令和２年度から
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計画しておりまして、令和４年度以降、警察庁及び都道府県警察のシステムの移行が順次

予定されているところであります。本事業についても、共通基盤へ移行する計画もあり、

また、ハードウエアのリース契約が３年となっていることから、本契約が終了後、リース

延長の再契約を行う予定です。そのため、市場化テストは、その後のプログラム開発及び

保守について再開させていただきたいと考えているところでございます。 

 当方からの説明は以上です。 

○井熊主査 ありがとうございました。それでは、本事業の評価（案）につきまして、総

務省よりご説明をお願いします。なお、説明は５分程度でお願いします。 

○事務局 それでは、事務局より、評価（案）につきまして資料Ｃ－１に基づきご説明い

たします。 

 「事業の概要等」については、先ほど警察庁よりご説明がありましたので、割愛いたし

ます。 

 ２「評価」について、結論から申し上げますと、経費削減及び競争性の確保に課題が残

り、改善が必要であることから、市場化テストを継続することが適当であると考えており

ます。以下、その根拠を申し上げます。 

 ２ページの（２）「対象公共サービスの実施内容に関する評価」については、設定された

「確保されるべき水準」を全て満たしており、サービスの質は確保されていると考えてお

ります。 

 次に、３ページの（３）「実施経費」については、プログラム開発におけるＯＳＳ化導入

に伴う作業分を除いても、市場化テスト前よりも５９％増加している状況です。 

 続いて、４ページの（４）「選定の際の課題に対する改善」につきましては、経費削減や

競争性という課題については改善されていない状況です。 

 以上から、（５）「評価のまとめ」についてですが、民間事業者の改善提案により、操作

性、利便性の向上に関する取組等が質の向上に貢献していて、質も確保されていたとは評

価できます。しかし、経費や１者応札については課題が認められます。 

 最後に、（６）「今後の方針」についてですが、経費削減や１者応札という課題に検討を

加えた上で、引き続き民間競争入札を実施していく必要があると考えます。なお、警察庁

のご説明にもあったとおり、共通基盤への移行が予定されているため、それに合わせ、令

和５年４月より民間競争入札を引き続き実施すべきと考えます。その際、共通基盤の契約

と一体化するのはハードウエア部分になりますので、民間競争入札の対象はプログラム開
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発・保守のみとなるかと考えます。 

 説明は以上です。 

○井熊主査 説明ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明につきまして、ご

意見、ご質問のある委員はご発言願います。いかがでしょうか。 

○大山専門委員 説明ありがとうございました。今回の状況は、ある意味、予測されると

いうか、こうなるかなという、これがもしうまくいっていたら拍手喝采だと思うんです。 

 それはそうとして、資料Ｃ－３に、今回のところで、入札不参加者に対するヒアリング

で、「他社が構築した指掌紋システム」と、それからもう一つ、「入管局との接続について」

と書いてあって、前者と後者は全く状況が違う話。 

 それで、後者については、これは入管局のほうもつくっている企業があるので、いろい

ろ起こっていることはわかるのですが、少なくともどこかほかの会社が入らないと、この

問題は解決しないので、それをやっていただけるようにするためには、発注側がそこに対

するコントロールをかけるしかないと思うんです。だから、言い方を変えると、この接続

について、先ほどお話のとおり、標準的な方法ですとおっしゃっているんだけど、そこに

ついての質問あるいは対応については、発注側の責任において、それはどこかに委託して

もいいんだけど、発注側の責任でちゃんとそこは対応すると言ってあげると随分変わるん

じゃないかなという気がします。すなわち、リスクをヘッジしてあげるということが大事

なのだろうなと。 

 前者については、これは残念ながらそう簡単にはいかないのではないかという気がする

んです。多分、今、そちらがお持ちのデータベースなども、全部そういう形になっている

可能性があると思うので、そうすると、ここは場合によっては、論理的に１つ、別にして

しまう。だから、照会して回答をもらうという、ネットワーク経由で聞きに行くようなの

と同じようなつくり方にするのが１つの手かもしれないんですけど、それでその影響の範

囲を封じ込めるというか、小さくしていくという。ここはやっぱり別にしないと、なかな

かうまくいかないかもしれないですね。ちょっとそこは、これからいろいろとご検討いた

だきたいところでありますが、次回に向けてのことだと思うんですけど、これまでの状況

を見ている限りでは、そこをうまく持っていかない限り、ここと一緒のセットの調達では

ほかの会社は出てこないんじゃないかなと危惧します。私の意見です。 

○井熊主査 ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

○小尾専門委員 ありがとうございます。 
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 今の話ですが、今回公募にしてというか、ＯＳＳベースで、ソースまで含めて、比較的

ほかから可視性はいいような状態でつくると思うので、次回の調達の際には、外部とのや

りとりをするような部分についてはソースコードも含めて少し参照させるとか、何かそう

いう工夫をしたほうがいいかなと思います。多分、ＡＰＩだけで、これでできますよと言

っても、タイミングの問題とか、実際に順番とか、そういうところについて十分知識がな

いと、なかなか手を出せないというようなことも考えられますので、そういうところの、

参考になる可能性があると思いますので、その辺も工夫されたらいいかなと思います。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。 

 これは、経費増の原因となって、処理件数の増加というのがあると書いてあるんですけ

ど、これの影響というのはどのくらいあるんですか。 

○米田課長補佐 すみません。今、経費は持ち合わせておりません。処理件数の増加に伴

ってハードウエアのスペック増をしておりますが、一番の要因は、ソフトウエアの経費増

が問題となっておりまして、資料にも書いておりましたとおり、警察庁の予定価格の基準

よりも、前回がかなり低かったというところ。今回は予定価格程度の入札になったという

ところで、ここで約５０％の増加になっているというのが要因でございます。 

○井熊主査 ほかの案件などでは、規模が大きくなったときは、それに対して補正を入れ

ているというケースがよくあるので、もし、そこのところで分析ができれば、そういうと

ころも分析したほうがいいかなと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 本件は、先ほど大山先生からもお話がありましたように、なかなかハードルの高い事業

であるということで、先ほどの案件ではＯＳＳを入れて成功したということでありますの

で、ぜひ、こういう難しい案件でも成果を出せるように頑張っていただきたいなと思いま

す。 

 それでは、本事業の評価（案）の審議はこれまでとさせていただきたいと思いますが、

事務局から何か確認すべき点はございますか。 

○事務局 ございません。 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議内容を踏まえまして、本事

業につきましては継続とする方向で監理委員会に報告するようにお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（警察庁退室） 
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（総務省入室） 

○井熊主査 それでは、続きまして、「総合無線局監理システム運用技術支援等の請負」の

実施状況につきまして、総務省総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室、根本

室長よりご説明をお願いしたいと思います。なお、ご説明は１０分程度でお願いいたしま

す。よろしくお願いします。 

○根本室長 それでは、お手元の資料４につきましてご説明させていただきます。 

 こちらの事業ですけれども、総務省で総合無線局監理システム、これは無線局の免許に

関する業務を実施するためのシステムでございまして、具体的に申し上げますと、無線局

の免許情報のデータベースを中核としておりまして、皆様からの申請の審査などを行って

おります。無線局の場合には、申請の内容が一定の基準を満足するかどうかということの

ほかに、実際に周波数を割り当てられるかといったことを審査しております。その際には、

今まで免許した情報と照らし合わせて、電波を計算して、電波がほかの無線局と共存でき

るかどうかといったことを確認しております。その際には、例えば同じ周波数だけではな

くて、その近くの周波数、それから二倍、三倍といった高い周波数にも影響が出ますので、

そういった自動計算をするようなシステムとして、このシステムがございます。 

 本件は、①「業務の内容」にございますように、そのシステムを運用する際のセキュリ

ティ管理ですとか業務運用支援などを行うものとして、請負業務に出してございます。具

体的な内容は、括弧のア、イ、ウ、エとございまして、「運用管理・監視等」、それからイ

「運用サポート業務」、それからウ「業務運用支援」、その附帯することとして、エ「運用

実績の評価と改善支援」といったものがございます。 

 「契約期間」としましては、３０年１２月１日から令和３年３月末までの２年４カ月間、

受託事業者は日本アイ・ビー・エム株式会社でございます。 

 今回の「実施状況評価期間」は、平成３１年１月１日から令和元年１２月３１日までの

１年間でして、⑤「受託事業者決定の経緯」でございますが、基本的には総合評価の方式

で実施しておりまして、今回も入札参加者１者から技術提案書の提出を受けて、基本的に

は日本アイ・ビー・エムだけが提出をしてきて、落札者として日本アイ・ビー・エムが決

まったという状況でございます。こちらについてはまた後ほどお話をさせていただきます。 

 ２番目にございますのは、確保されるサービスの質の達成状況・評価でございまして、

まず、ア「業務の内容」でございますが、運用業務を適切に実施することと。「評価」の欄

にございますが、先ほどちょっと言及いたしました、上の（ア）から（エ）の業務を適切
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にやっておられるということを月次の報告でいただいておりまして、その内容は適切であ

るということでございます。 

 イですけれども、次のページですが、「総合無線局監理システムの稼働率」。これは、シ

ステムを、どの割合、時間率として稼働していただけているかといったものでございます。

無線局監理システム、職員向けと国民向けがございまして、それぞれに時間率の計算式を

挙げておりますが、いずれも可動率は９９.９％以上とするということにしておりまして、

この評価期間においては、右側にございますように、いずれも９９.９％以上という結果に

なってございます。 

 続きまして、ウですけれども、「セキュリティ上の重大障害の件数」。これは情報の漏え

いなどでございますが、これは当然０件であることという目標としておりまして、実際に

０件でございました。 

 エですけれども、これはシステム運用上の重大障害、故障などでございますが、こちら

も０件であることとして、結果的には０件で、サービスの質は確保されているということ

になっております。 

 続きまして、オですが、「ユーザの利用満足度調査」という項目でして、こちらは年に１

度、ユーザに対してアンケートを実施し、その際の基準スコアを維持すること。つまり、

一定の満足度を得ていることという条件でございます。右側にございますように、職員に

対してはアンケートをやっておりまして、満足度のスコアが９５.５点であるということ

でございます。詳細は表２をごらんいただければと思います。 

 「参考」として付しておりますのは、職員以外の申請者、国民の方についての調査結果

がございますので「参考」として付しておりますが、こちらは、実際に申請・届出システ

ムを利用された方に、イベント会場でアンケートをとっておりまして、それなりに高い評

点を得ているということでございます。 

 先ほどの、関係する、何というんですか、詳細なアンケートの結果などが、次のページ

の上のほうにございます表２でございまして、全体の平均点９５.５点といった内容を書

いてございます。 

 ３番に移りまして、「実施経費の状況及び評価」。これは、①とありますが、実施経費を

平成３０年度から３カ年で示してございます。最初の年だけ４カ月間になっておりますが、

基本的には１年間で４.８億円程度の経費でございます。 

 ②番に経費の節減効果を書いてございまして、これは、今回の評価の対象となる契約の
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前の契約の金額でございまして、総額が例えば９.６億円で、各年度４.４８億円というこ

とで記載してございます。つまり、今回と前回の契約を比較しますと前回の金額のほうが

安くなっておりますので、節減はされておらず、節減率としてはマイナス７.８％、つまり

増えているという結果でございます。 

 こちらについては、「評価」に詳細な説明がございまして、基本的には、今回の契約と前

回の契約で、対象となる機能が追加されているなど複雑な業務が増えているということで、

対象の業務が増えているだろうと思っておりまして、それぞれの比較可能な部分だけを切

り出して比較をしたものが、下の表３でございます。同一業務区分で比較をしますと、前

回の契約の経費、これは表の中で（Ａ）というものですが、今回の契約の経費（Ｂ）に比

べまして、節減効果としては、一番下は「増加率」と書いてございますけれども、１.７％

減っているということになっておりますので、同一の業務で比較した場合には節減になっ

ているというのが今回の分析でございます。 

 めくっていただきまして４番目ですけれども、「受託事業者からの改善提案による改善

実施事項等」でございます。 

 ３点ございまして、１つ目は「自動化」でございます。ＲＰＡという自動化を導入して

おりまして、今現在は対象作業の３５％において自動化が実現されているということでご

ざいます。 

 ２番目、（２）にありますが、「コンテンツの反映手順の見直し」。こちらは、ウエブサイ

トにコンテンツを反映するまでの時間短縮などにつきまして、余分なプロセスがあるので

はないかといったことが、問題が提起されまして、それを見直しているということでござ

います。 

 あとは、国民の皆様からいただく問い合わせなどの受付の電話応対の向上として、トレ

ーニング、効果測定、評価・改善提言のサイクルを定期的に実施することで、マナーや知

識力、対応の正確さといった電話応答の品質向上を図っております。 

 ５番目に「全体的な評価」と書いてございますけれども、基本的には、２ポツでお話し

したように、事業の目的は適切に達成していると。一方で、３ポツにございますように、

経費の節減効果が１.７％にとどまっているので、もっと我々も提言をしなくてはいけな

いかなと考えております。 

 ６番目に、最後のところに、「今後の事業」とございますけれども、サービス品質、コス

トの面で一定の成果は得られたものの、入札においては、何よりも１者のみの応札になっ
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ておりますので、引き続き公共サービス改革法の趣旨に基づいて努力をしていく予定とし

てございます。 

 今回、本事業の市場化テスト導入は初めてのことでしたので、一定期間、例えば事業者

が交替するような場合など引き継ぎ期間を設けることや、運用業務内容の整理、作業指示

書の詳細化、複数回にわたって情報発信の場を設けるなど、取り組みをしてきたのですけ

れども、いまだ１者のみの応札ということであれば、競争性が確保されていたとは言いが

たい結果であったと率直に反省しております。今後は、今回の取り組みをさらに進化させ

て継続していくとともに、新たな取り組みを実施していく予定としております。 

 ひとまず、ざっくりご説明を差し上げると、このようなことでございます。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、本事業の評価（案）につきまして、事務

局からご説明をお願いします。 

○事務局 それでは事務局より、評価（案）につきまして、資料Ｄ－１に基づきご説明さ

せていただきます。 

 まず、１「事業の概要等」ですが、こちらは実施府省より説明がありましたので、割愛

させていただきます。 

 次に、２「評価」について。評価の結論としましては、市場化テストを継続することが

適当と考えます。その根拠を申し上げます。 

 ２ページの（２）「対象公共サービスの実施内容に関する評価」ですが、「確保されるべ

き水準」につきましては５点挙げておりますが、いずれも達成されておりまして、質につ

いては評価できるものと考えております。また、２ページ目の下になりますが、「民間事業

者からの改善提案」につきましても３点挙げられておりまして、こちらも公共サービスの

質の維持・向上に資しているものと評価しております。 

 次に、３ページ、（３）「実施経費」ですが、こちらに関しては市場化テスト導入前と比

べまして１.７％減ということで、経費削減効果につきましても評価できるものと考えて

おります。 

 次に、４ページ、（５）「評価のまとめ」ですが、業務の実施に当たり確保されるべき達

成目標として設定された質については、全て目標を達成していると評価できます。また、

民間事業者からの改善提案により、コンテンツ反映プロセスの簡素化など、民間事業者の

ノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したものと評価できます。 

 （６）「今後の方針」ですが、確保されるべき達成目標、質及び経費削減の面では達成さ
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れている一方で、競争性の改善、１者応札という点に問題があります。この点につきまし

て、課題について検討を加えた上で、次期事業についても引き続き民間競争入札を実施す

ることが適当であると考えております。 

 以上になります。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明に対しまして、ご意見、

ご質問のある委員の方はご発言いただきたいと思います。いかがでしょうか。 

○関野副主査 ご説明ありがとうございました。評価としては継続ということで、いたし

方ないのかなと思うんですけど、資料Ｄ－３で、一番下に、「入札不参加に対するヒアリン

グ状況」と書いてあるんですけど、ヒアリングの結果、５者から回答があって、仕様書等

の検討をしたとか入札を見合わせた者が４者と書いてあって、その理由が聞きたいんです

けど、ずっと１者応札だったのに、何で入札に参加されなかったのでしょうかという、ヒ

アリングの結果の、業者の要望というか、それは一体どんなものがあったのかというのを

ご説明願いたいのですが。 

○根本室長 そうですね。たしか前回も別の者が同じようなご説明をさせていただいたよ

うな記憶がございますけれども、ちょっと個別の内容が、何というんですか、今、手元に

ありませんので、記憶に頼ってご説明をさせていただきます。基本的には私どもは、１者

応札になっている状況につきましては、非常に多方面からもご指摘を受けておりますし、

我々自体も改善の意欲を非常に強く持っております。なるべく複数者の方に参画をいただ

こうと思っておりまして、さまざまな、従前は結構、直前まで説明をしなかったことがあ

ったようで、この場で例えば前回のときには、入札の手続を開始するよりもっと前の段階

で複数の事業者に話をするべきだとご指摘をいただきまして、以降は案件の形成段階から

各事業者にお話を伺っております。そのときにヒアリングさせていただく会社というのは、

非常に我々も、つてを頼って、例えばＩＴ室の専門家の皆様に、ＣＩＯ補佐官とか、そう

いった方からサジェスチョンをいただいて、その会社にお話を伺ったりといったことをし

ております。その件数が、ここで言う２者、３者といった数よりは非常に多くございます

が、その中で何らかの興味を抱いて回答をいただいたような方が、それぞれ２者、３者、

５者といらっしゃいます。その理由は結構、千差万別なのかなと思うのですけれども、た

しか、記憶がちょっとあれですけれども、例えば大規模な業務などで人員がなかなか手配

できないとか、そういった事業者がおられたかなと記憶してございます。 

 ちょっと余談ですけれども、前回は、例えば契約が大きいからいけないのではないか、
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参入しづらい状況になっているのではないかというご指摘をこの場でいただいたと私は聞

いておりまして、それは確かにそうだなということで、今回ご説明しているほかの業務で

は、従来の契約を分割して発注することで新規参入を狙っているとか、そういったものは

ございます。たまたまこの業務だけが、なかなかうまく切り分けるいいアイデアがござい

ませんで、まだ１者応札になってございますが、過去のご指摘いただいた内容を含めて改

めて検討して、どうにか次、今後に向けては、１者応札ではない状況をつくるように、関

連の企業などと情報交換を引き続きやっていこうかなと思っております。ちょっと雑駁な

回答になって申しわけございませんけど、以上でございます。 

○関野副主査 ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

○大山専門委員 済みません。ちょっと確認なんですけど、今の仕掛けは、後ろから２枚

目のところにある、これでいいんですよね。概念図は。 

○根本室長 そのとおりです。 

○大山専門委員 ちょっと忘れてしまったので教えてほしいんですけど、これのシステム

をつくったのはどこなんでしたっけ。ハードウエアを含めて、最初に。 

○根本室長 これはアイ・ビー・エムがつくっております。 

○大山専門委員 ということは、それができた上で運用技術支援なんだよね。 

○根本室長 はい、そうです。 

○大山専門委員 そうすると、やっぱりアイ・ビー・エムが、もう絶対的に優位なんだよ

ね。 

○根本室長 おっしゃるとおりで、これはもう非常に優位な状況になっているというのが。 

○大山専門委員 それを今度、努力して競争性を上げようとすると、運用技術支援で上げ

るのか、セットで上げるのかとあるんですけど、その辺はどうかというのが。 

○根本室長 これは非常に、我々も全く同じ問題意識を持っておりまして、ＩＴ室と今は

連携しながら検討しているところなのですが、システム自体を、今はデータセンターにオ

ンプレミスという形で構築されているのですけれども、次のシステム公開のタイミングで、

これを可能であればクラウドに移そうと、今、準備を進めております。そうしますと当然、

今現在はアイ・ビー・エムがつくり込んだシステムになってございますけれども、より参

入しやすい、汎用性の高い形、あるいは機能ごとに異なった方が受注いただけるといった

可能性も高まると思っておりまして、今回、ちょっと別の案件にはなるのですけれども、
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システム自体をアイ・ビー・エム以外の方が受注しやすい形で再構築するという準備を進

めているところです。ですので、今現在は、先生がおっしゃるとおり、もう非常にアイ・

ビー・エムが有利な形の状況になってございますので、それは今後是正していくつもりで

おります。 

○大山専門委員 済みません。参考までに、そうであればなおのことなのですが、最初に

システムを組むときは競争入札をやったんですよね。 

○根本室長 そうですね。 

○大山専門委員 それでアイ・ビー・エムは勝っていたんですよね。入札は１者だったん

ですか。 

○諏訪補佐 平成５年のときなので、ちょっと今、手元にないのですが、おそらく１者だ

ったのではないかなという気もします。 

○大山専門委員 だとすると、あれだな。情報システムは当然、発注なさる皆さん方のほ

うから見れば、別にシステムを持ちたいわけではないというのがクラウドの話につながっ

たりするわけですけど、時々、サービス提供が欲しいんだと。それはそのとおりでいいん

ですけど。 

 ただ、システムについては、クラウドだから安いと頭から思い込むのはちょっと間違い

で、ライフサイクルで考えたほうがいいと思うんです。ずっとクラウドにロックインされ

ていいというのであれば話は別なんですけど、そんなはずはないので、いいわけがないの

で、答えは言うまでもないことなんですけど。そうすると、例えば五年、十年の期間、そ

こでやるときに、ライフサイクル全部で考えたときに安くなるかどうかを考えなきゃいけ

ない。だから、最初に入るところが安いからいいなどという話ではなくて、そういうのを

見なくてはいけないわけですので、この例で言えば、システムの最初の構築のところ、そ

れから数年間の運用技術支援等の請負という発注、このセットでトータルが下がるかどう

か。それで、額が多ければ、それに対して参入してくるところは当然出てくるわけなので、

そうすると、ライフサイクルで費用を、最初から発注をかけるというのも１つの方法のは

ずなんです。その中で初めてクラウドとの戦いが出てきていて、クラウドもやっぱりその

意味では、何年間使うということを頭に置いた上で、もともとの目的から照らし合わせて、

考え方をちょっと整理なさっていただくのがよろしいのではないかなと思います。 

 先ほども、別のところで申し上げたのですが、支援業務ではなくて、システムを使って

やる業務、皆さん方が実際にいろんなものの登録をやるときの業務自体が、その業務のや
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り方がほかの企業にとってわかるようになっていないと、アイ・ビー・エムを見ていると、

ずっと継ぎ足しでやってきたのを全部やられているようなので、ノウハウが全部アイ・ビ

ー・エムに残っている可能性があるわけです。それがほかの会社にもわたるように、理解

できるようにしないと、競争性は上がらないということになりますので、クラウドだから

競争性が上がるという話ではなくて、クラウドがあって、業務のところは結局、アイ・ビ

ー・エムがとってというと、トータルが安くなるかどうかは全くよくわからなくなるとい

うことだけは、ちょっと頭の片隅に逆に置いておいていただいた上で検討いただきたいな

と思います。 

○根本室長 今のお話で、ちょっとご説明させていただきたいのですけれども、確かに先

生がおっしゃられたように、２つ今お話しいただいたと思っておりまして、１つは、ライ

フサイクルでコストを見きわめなければいけないということと、あともう一つは、競争性

を確保するためにはドキュメントみたいなものが非常に重要だということなのかなと受け

とめております。 

 それで、２つ目の事項につきましては、私どももＩＴ室の皆様も全く先生と同じ問題意

識を持っておりまして、今現在は、単にクラウドに移しかえるということではなくて、今

現在のシステム、我々の業務手順、プロセスの一つ一つをドキュメント化して、わかりや

すい形でほかの事業者に参入いただく土壌をつくろうという取り組みをしているところで

ございます。それが１点。 

 あと、もう一つの、クラウドライフサイクルで費用を見きわめるということについても、

ぜひそのように検討を進めてまいりたいと考えております。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。どうぞ。 

○小尾専門委員 これについては、大山委員からのお話があったとおり、その辺はやって

いただくということですが、結局、クラウドにしようが何にしようが、システムをつくっ

たところが運用支援事業者になってしまったら、競争性が発揮できないということになり

ますので、いわゆる運用の部分、もちろん業務フローそのものをきちんと可視化してどう

するか、その業者に提示するということは必要で、それによって、おそらくシステムをつ

くるほうの競争性は発揮できると思うわけですが、さらに運用支援という側面から見たと

きに、いわゆるシステムをつくった人しかできないような形で、運用支援ができないよう

な形にならないように、その運用支援をする側の業務というのがどういうものかというの

もきちんと明示できるようにして、この部分の次の調達の際には、そういうのは示せるよ
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うにしていただきたいなと思います。 

○根本室長 よろしいですか。まさしくそれも、我々、来年度、令和２年度の契約の一部

につきましては、全く同じ問題意識で、既存のものを２つに分けて、例えばこちらを受け

ていると、こちらには手を挙げられませんよといった条件を付すなどして、なるべく多く

の方が入れるようにというのは取り組んでおります。あともう一つ、先生がおっしゃられ

るように、システムを構築した方が支援にも入るというのは、我々、環境を整えた上で、

そういったことが、現実のドキュメンテーションなどが整った上で、ぜひそういった条件

を付すなど整えてまいりたいと思っております。 

○井熊主査 よろしいですか。 

 今、両先生から非常にいろいろお話がございましたけれど、やはり、このシステムを初

めてやったのが平成５年というのは、結構、えっ？ という感じで、四半世紀、もうほと

んどレガシーシステム化しているのかなと、聞いていて思いますが、当時、ある意味、ベ

ンダーロックインが当たり前の世界で、こういうものでちゃんと競争を保つには、やはり

一番初めにつくるときにどれだけ考えているかということが、その後に影響してくるんだ

なと思います。 

 その意味で、やはりこの委員会として、現状の中でどれだけ競争性を上げるかというの

を議論するのは大変重要なことなのですが、やはりこの四半世紀の蓄積を、１回の入札で

いろいろ声がけをするとか、そういうところでどこまで改善できるかなという部分もやは

りあるわけです。その意味で、次回に向けては、ぜひシステム自体をどういう方向で、今

のこの四半世紀のベンダーロックから逃れていくか、脱していくかという、その辺をぜひ

ご検討した上で、またいろいろ議論ができればなと思っております。 

 それでは、本事業の評価（案）の審議はこれまでとさせていただきたいと思いますが、

事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえまして、事業を継

続するという方向で監理委員会に報告をお願いします。本日はどうもありがとうございま

した。 

○根本室長 ありがとうございました。 

（総務省退室） 

（（独）大学入試センター入室） 
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○井熊主査 それでは続きまして、「業務用電子計算機システム用機器借上げ及び運用支

援業務」の実施状況につきまして、独立行政法人大学入試センター、事業部事業第三課、

木村課長よりご説明をお願いしたいと思います。なお、ご説明は１０分程度でお願いいた

します。よろしくお願いします。 

○木村課長 それでは、今ご紹介がありました「業務用電子計算機システム用機器借上げ

及び運用支援業務」の実施状況について、ご説明させていただきたいと思います。 

 まず、事業の概要、事業の内容でございます。お手元の資料の中に、冒頭から恐縮でご

ざいますが、資料Ｅ－２という、横の、カラーのついたポンチ絵が入っているかと思いま

すが、こちらをあわせて見ていただければと存じます。「今回調達範囲」と赤で囲っている

部分の機器の調達・運用支援・保守等を行ったものでございます。 

 契約期間は平成２８年から令和３年。 

 富士通株式会社が受託事業者でございました。 

 今回の評価につきましては、平成２８年８月１日、事業開始日から、令和元年７月３１

日の３年間の部分について、実施状況をご説明させていただければと存じます。 

 「受託事業者決定の経緯」でございますが、受託事業者の決定に際しましては、民間競

争入札実施要項に基づきまして行いました。入札参加者１名、１者から提出された提案書

に基づきまして、総合評価委員会において審査をした結果、決定したところでございます。 

 ２番とさせていただいております。「確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価」

についてでございます。めくっていただきまして２ページ、「評価事項」、「指標」、「実施結

果」、「評価」とさせていただいております表でございます。 

 「評価事項」につきまして、「業務の内容」、イ「システムの稼働率」、ウ「セキュリティ

上の重大障害件数」、エ「業務用電子計算機システム運用上の重大障害件数」、オ「目標復

旧時間」、カ「サーバ内データの定時バックアップ」、ページが変わりまして、キ「ウイル

ス定義ファイルの更新」、ク、サービスレベルアグリーメント（ＳＬＡ）の締結状況。これ

らにつきまして評価を行いました。 

 先ほど申し上げましたとおり、「指標」、「実施結果」、「評価」となっている表でございま

すが、この「実施結果」のところを見ていただきましたとおり、上から１００％や０件が

並んでおりまして、最終的な評価といたしましては、右側に書かせていただいております

が、上から順に、「サービスの質は確保されている」、「良好である」、「サービスの質は確保

されている」等々とさせていただいておりまして、全て目標としたサービスレベルをクリ
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アしていると判断しているところでございます。 

 続きまして３ページ目の３番、「実施経費の状況及び評価」でございます。実施経費の状

況及び評価につきましてですが、市場化テスト前といたしまして、８０,６４５千円と経費

を要しておりました。これに対して、市場化導入後、６７,９２０千円となってございまし

て、これはいずれも年間の経費でございますが、削減額といたしましては１２,７２５千円、

１５.８％の圧縮となってございます。このことにつきまして、「評価」のところで、削減

の効果が認められたといたしまして、経費削減の点で効果があったものと評価してござい

ます。 

 次に、「民間事業者からの改善提案による改善実施事項等」でございます。民間事業者か

らは下記の提案がございまして、それの実施がありました。その点について業務の改善が

あるとみなしているところでございますが、具体的には、（１）「信頼性の向上」、障害発生

時の対応のために、直接的にユーザサービスにかかわる機器以外であっても重要なサービ

スにかかわるサーバ機器のほか、各パーツを冗長化し、可用性を確保する。物理サーバに

障害が発生した際でも、サービスを中断することなく他の物理サーバへ移動させ、業務を

継続可能な仮想サーバ環境を構築するというところで提案がございまして、実施がありま

した。 

 また、「セキュリティ対策強化」といたしまして、シンクライアント端末としてセキュリ

ティ対策にすぐれたシンクライアント専用端末で構成し、情報漏えいなどのセキュリティ

事故を未然に防ぐというようなことがございました。 

 最終、４ページのところでございます。「全体的な評価」といたしまして、本業務につい

ては、全期間においてシステムの稼働率が１００％であり、またセキュリティ上の重大障

害及び業務用電子計算機システム運用上の重大障害は発生していないことから、設定した

サービスの質は確保されていると評価できる。また、実施者の創意工夫による改善提案が

なされたことで、システムの可用性及びセキュリティ対策の強化が図られたことは評価で

きる。なお、本業務全体を通じた実施状況は以下のとおりである。 

 ①実施期間中の受託民間事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係る法令違

反行為を行った事案はなかった。 

 令和２年３月９日に、大学入試センターＣＩＯ補佐官及び外部有識者に対して、本業務

の実施状況に係る報告の上、点検を実施し、良好である旨の評価を得た。 

 ③民間競争入札の結果、１者応札であり、競争性に課題が残っている。 
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 ④確保されるべき公共サービスの質及び受託事業者から提案のあった項目に対する実施

状況について、良好なサービスが達成されたと認められる。 

 ⑤経費について、市場化テスト導入前と比較すると、１５.８％の削減効果があった。 

 「今後の方針」といたしまして、５番の「全体的な評価」を踏まえまして検討したとこ

ろでございますが、本業務はそもそも市場化テストの導入前におきまして、試験情報系と

業務系全ての業務用電子計算機システム用機器借り上げ及び運用支援業務を一般競争入札

として行っておりました。今申し上げました試験情報系というところが、いわゆる別シス

テム。業務系というのが、今、申し上げている、今回の民間競争入札にかかっている部分

になるところでございますが、これが１つになって、一般競争入札で行っていくと。それ

で、そのため受託事業者は、単なる電子計算機器システム用機器借り上げ及びその運用支

援ではなくて、大学入試センターの試験という専門性の高い知識も要求されていた。 

 本市場化テストに際しては、専門性が高い部分を切り離して、業務用電子計算機の借り

上げに特化した。それによって新規事業者の参入を促したというところであったのですが、

残念ながら、結果として結びつかず、１者応札という形になってしまっていた。我々とし

ても、競争性にまだ課題が残っていると評価をしている。 

 今後につきましてですが、競争性の確保というのは非常に重要でありまして、これを確

保したいと考えております。具体的には、コンサルタント事業者の活用も視野に入れて、

分割している電子計算機システムの業務が、新しい分割の仕方がないのか、もう一度考え

直したい。 

 ２番。これをするために、各調達の時期の調整をいたしたい。ここの記載だけですと少

しわかりづらくなっているのですけれども、この点を少し補足させていただきますと、試

験情報系というものの調達のスケジュールと、業務系、本件の調達とは、今、調達のスケ

ジュールが合致していないというところがございます。今、試験情報系が１年先行してい

る形になってしまっておりまして、これのタイミングを合わせないと切れ目の調整が難し

いというところがございまして、これを調整したいというのが、②のところで書かせてい

ただいている内容となります。 

 ①で書かせていただいております調達範囲の整理でございますが、これは、前回やった

のが不適切、結果として結びつかなかったということで、決して安直にやったつもりでは

ないのですけれども、他方でやっぱり結果に結びついていないということで、次回は慎重

に行っていかないといけないと考えております。この新しい調達の範囲を検討するに際し
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ては、入札委員会の事務局にも随時相談させていただきつつ、よりよいやり方について検

討いたしまして、今後、次回につきましては、競争入札、競争性が担保されるようにやり

たい。タイミングが合わない関係がございますので、まずは一般競争入札で、一度、通常

の調達を行いつつ、その次は民間競争入札の中でちゃんと効果が出るようにやっていきた

いと考えております。 

 私からの説明は以上となります。 

○井熊主査 ありがとうございます。続きまして、同事業の評価（案）につきまして、総

務省よりご説明をお願いします。なお、ご説明は５分程度でお願いします。 

○事務局 事務局よりご説明させていただきます。資料Ｅ－１をごらんいただけますでし

ょうか。 

 １「事業の概要等」につきましては、先ほど大学入試センターより説明がございました

ので、割愛させていただきます。 

 ２「評価」についてでございます。市場化テストを継続することが適当である。競争性

の確保という点において課題が認められ、総合的に勘案した結果、改善が必要であると考

えてございます。 

 具体的内容でございますが、「確保されるべき質」につきましては、先ほどセンターから

説明がございましたとおり、包括的な項目、個別的な項目、全てにおいて、求められてい

る質が確保されていると判断してございます。また、民間事業者から、信頼性の向上、セ

キュリティの強化についての提案があり、それぞれ改善に寄与したものと考えております。 

 経費については、市場化テスト実施前は１年当たり８,０６４万５千円でございました

が、市場化テスト実施により６,７９２万円となっており、１５.８％、１,２７２万５千円

減少しており、一定の効果があったものと評価しております。 

 一方、競争性の確保につきまして、市場化テスト導入に際し、センターから説明がござ

いましたとおり、新規事業者の参入を促す観点から、専門性が高い試験情報系を分離し、

汎用性の高い業務用のみを対象といたしましたが、結果として１者応札となっており、課

題が残った状況でございます。 

 「評価のまとめ」といたしまして、今、ご説明いたしましたとおり、質の確保、経費の

削減については評価できる一方、競争性の確保について１者応札であったことから課題が

認められたと判断し、結果、継続という評価と考えております。 

 今後についてでございますが、現状のまま市場化テストを継続しても、試験情報系の調
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達が先行していることや、試験情報系と業務系の関連性が強いことなどから、競争性の改

善が困難であると考えており、コンサルタント事業者等の活用も視野に入れつつ、試験情

報系と業務系の一括調達など、調達の範囲を再検討すること、また試験情報系と業務系の

契約開始時期の調整を行うことなどについて十分な検討を行った上で、令和８年８月から

開始予定の業務を、第２期として市場化テストを実施したい旨、センターから申し出がご

ざいました。総務省といたしましても、競争性を確保するため十分に検討を重ねていただ

きたいと考えており、一時、市場化テストを中断し、申し出のあった時期から第２期の市

場化テストを実施することにしたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明につきまして、ご質問、

ご意見のある委員はご発言ください。どうぞ。 

○関野副主査 ご説明ありがとうございました。２点質問させていただきます。１点は、

実施の経費、経費節減の話でございますが、見ると、前と同じ業者、富士通ですが、どう

して１５.８％節減可能だったのかという点が１つ。それから、もう一つは今後の話でござ

いますけれども、令和８年から競争入札を始めましょうということですが、それまでの間

は、また一般競争入札に戻してという意味でしょうかという、２点お願いします。 

○木村課長 ご回答いたします。 

 まず経費節減の理由につきましては、どうしても入札の関係ですので、正確なところが

わかりかねるのですけれども、そもそものところで、形を変えたというところで、基礎と

した数というものと、実際に一応合理性があるところで同じような形で金額をとったはず

なのですけれども、おそらくは設計とか、そういうところの一部が正確に切り分けられて

いなかった可能性もあるのではないかなと考えているところです。結果として、こちらの

ほうが安く見えてしまっている部分が１つある。もう一つは、頑張っていただいた可能性

があると考えております。 

 ２点目の、令和８年までの入札につきましてですが、こちらについては一般競争入札を

考えております。 

 私からの回答は以上です。 

○関野副主査 ２点目はいいんですけど、１点目のところだと、前の富士通のときは、試

験情報系と業務系とが一緒だったということなのですよね。問題なのは、従前の経費とい

うのは、どうやってはじいたのかなという。８,０００万のところなんですけど、そこはわ
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かりますか。 

○木村課長 私が引き継いでいるところでは、こちらの経費については、いわゆる一般競

争入札における落札額そのものではなく、該当箇所になるところとして聞いております。

ですので、論理的に、試験情報システムと業務用電子計算機システムを切り分けたと。そ

れで、該当する部分、要は今回、調達範囲……、今回といいますか、業務用計算機システ

ムで、今回、実施状況の評価をさせていただいている部分と、該当する機器部分とを抜き

出しまして、内訳書等から該当箇所を抜き出しまして、計算、算出したものとして理解し

ているんです。ただ、切り分け困難な箇所につきましては、おそらくは比率に基づいて、

額の、ハードウエアの機器の比率において単純に分けたというところがあったかと思って

います。 

 他方で、これはほんとうに推測になってしまうのですけれども、専門知識を要する試験

情報システムと、どちらかというと単純なところが、ネットワークシステムである業務用

電子計算機システムでは、必要な専門性の程度等が異なっていたために、結果としてこち

らのほうが、単純な金額比、物品の金額比率だけで分けてしまった役務部分について、最

終的な結果を反映していなかった可能性があると推しはかっているところでございます。 

○関野副主査 ということですが、時期が１年間ずれているという話だったんですけど、

もしかして、トータルすると、前回というか、要するに競争入札する前と大体同じぐらい

の金額であった可能性が高いということですか。 

○木村課長 そうですね。ちょっとそこについては確認していないので、コメントが困難

でございますが。 

○関野副主査 ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。どうぞ。 

○小尾専門委員 資料Ｅ－３を見ると、説明会参加者が１者となっているんですけど、実

際に業者に対する声かけみたいなことというのは、具体的にどうされたんですか。前回は

９者いたのが１者に減っているというような状況なので、通常であれば、いろんな声かけ

をしてここを増やすという努力をする必要があるとは思うのですが、減っているとなると、

どういう形で対応されたのかなというのはお聞きしたいのですけれども。 

○木村課長 ９者につきましては、いわゆる入札を予定した者というよりも、情報を入手

するように来られた者、いわゆる代表者以外として入ろうとしている者も入っていたやに

聞いておりまして、ここに書いております９者の説明会に参加した方が、いわゆる入札の
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意思を持ってきたのでは必ずしもなかったようなことを、もうかなり昔の話になってしま

うので、平成２３年、２２年ぐらいの話になってしまうので、あれなのですが、そのよう

にして聞いてございます。 

 平成２８年で１者しかなかったというところにつきましては、当時の声かけもやってい

たのですけれども、残念ながら来ていただけなかったやに聞いてございます。実際の説明

会には来ていなかったのだけれども、一応、資料程度、仕様書ぐらいを取りに来てくださ

った方は、ほかにも者としてはあったやに聞いてはいるのですけれども、実際に来ていた

だきたかったのは、それ１者しかなかったと。当時としては、複数者に声がけは行ったと

聞いてはいるのですけれども、結果に結びつかなかったということを聞いてございます。 

○小尾専門委員 わかりました。パブコメの状況とか、すぐわからないかもしれないんで

すけど、どうだったんですかね。例えば、パブコメで多分１者しか来ないような状況だと、

説明会も１者しか来ないとか、パブコメが０だったなどという話だと、多分、来ないかな

という状況になってしまうと思うんですけど。 

○木村課長 済みません。パブコメに何者来たかは、今、手元に資料がないのですけれど

も、仕様書自体については５者、取りに来た会社があった。ただ、説明会までは至らなか

ったという記録が残っています。 

○小尾専門委員 わかりました。ちょっと、次は間があいてしまうかもしれないですが、

これは、一緒にしたからといって、多分、競争性があるわけではない可能性もあって、ど

ちらかというと昔に戻るという感じですよね。ですから、一緒にすれば複数者が出てくる

ということではなくて、多分、今回というか、今後調達するシステムがどういうシステム

であるかということをきちんと説明して、理解していただいて、できる限り、手を挙げて

もいいかなと思っていただける会社を増やすという努力をしないと、なかなか、規模を変

えるとか仕組みを変えるとかいうだけでは多分うまくいかないと思うので、ちょっと随分、

先になる可能性がありますが、その辺の工夫をやはりしていただかないと、ちょっと難し

いかなとは思いますので、ぜひそこは頑張っていただきたいと思います。 

○木村課長 ありがとうございます。一度、一緒にいたしまして、正しい分け方、参加し

ていただけるような分け方を模索していくということを考えてございます。場合によって

はコンサルティング会社も使うことを視野に入れているのですけれども、そのコンサルタ

ントを通じて、複数の事業者に意見をヒアリングするということがあるかと思います。そ

ういったところを通じて、より事業者の入札意向が高まるような取り組みというのができ
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るのではないのかなと思っておりまして、いただいた意見を踏まえまして、その部分に注

力していきたいと思います。ありがとうございます。 

○大山専門委員 まず最初に簡単な質問からなのですが、資料５の１ページ目の、１の（１）

「業務内容」にある、「ソフトウェアの調達（ライセンス契約）のリース契約の代行」とあ

るのですが、ここのソフトウエアのライセンス契約をする相手は誰なのですか。 

○木村課長 これは、済みません。書き方が少しあれなのですが、いわゆる普通のソフト

ウエアの調達だとご理解いただければと存じます。ちょっと、ライセンスの取得の相手先

によって異なるのですけれども、物によって、ライセンス、何というんですか、いわゆる

ソフトウエアを買うというのではなくて、利用する権利を手に入れるというようなタイプ

のものだけでございます。 

○大山専門委員 そこはわかるのですが、この中に富士通は入っていないんですよね。 

○木村課長 それは入っておりません。 

○大山専門委員 それは大丈夫ね。一般的に普通にライセンス契約ができる相手。 

○木村課長 そうです。 

○大山専門委員 そういうことですか。 

○木村課長 そういったものは今回、そこまでは除かれてはいました。 

○大山専門委員 そうすると、今言っている業務用電子計算機システムは、ハードウエア

以外のソフトウエアは、ウのところに今度、「ＯＳ」と書いてあって、ＯＳはいろいろとあ

り得るのだと思いますけど、「ソフトウェアのインストール」と書いてある、このソフトウ

エアも、自前でつくられている、あるいはどこかの会社が別に持っている、もっとストレ

ートに言うと富士通が持っているソフトを使うということはないんですか。 

○木村課長 富士通でないとだめというような仕様にはなっていません。ただ……。 

○大山専門委員 というよりも、富士通のソフトウエアを使うとすると、運用支援業務と

いっても、富士通が中を持っているのでさわれないのではないかという気がするんです。

そういうところをちょっと、今回の状況から見ると何となく、ほかの会社が来ないという

のは、何か大きな理由があるのかもしれないなと思ったので、そこは確認いただければと

思います。 

 それと、令和８年になるということなので、次に仕様書をお出しいただいて、またこの

委員会等で確認いただくようなことになるのだろうと思うんです。ちょっと、８年だと長

過ぎて、それよりも本質的で抜本的な対策をどうやったかというのと、それから仕様書を
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つくるときの基本的な考え方等に関しては、事前に少し教えていただけるとありがたいな

と。そのほうが多分、コメントは、お返ししたときに、実際に本番に向かっては、より効

果的なものになるのではないかと期待しますので、ぜひそこをおやりいただけるとという、

これはお願いでございます。 

○木村課長 まず、ご質問の最初のほうの部分につきましてですが、例えばサーバは、今

回納品されたのが富士通だったということもありまして、富士通製のサーバが入っており

ました。例えばＵＳＢを使えなくするようにということを仕様で求めていまして、そこで、

複数社あるかと思うのですけれども、例えばＳｋｙのものでありますとか、日立も似たよ

うな商品をつくっている。ただ、今回、富士通製だったので、Portshutterみたいな、富士

通製のやつについてきたようなものが入ってございました。そういった意味でいきますと、

富士通製のソフトウエアも入ってはいますけれども、他社製品でも利用可能なものであっ

たかと理解しています。今回、この結論といいますか、８年後としたいという案をつくる

ときに、改めて物品は確認いたしたのですけれども、いわゆる富士通社製でないとだめな

ような、富士通以外のつくっていないようなソフトウエアというのは、導入がなかったと

認識しておりますが、もう一度、念のために今後、確認していきたいと思います。 

 また、ご指摘を今いただきました、次に向けてなのでございますが、ここは難しい。次

にちょっと間違いがあると、また何のための時間だったんだというところはあるかと思い

ます。これにつきましては、まずは事務局とよくネゴシエーション、調整させていただき

まして、考え方に誤りがないかというのは随時確認しながら進めていきたいなと思います。

私も、今回いただいた時間を有意義に使いまして、次の民間競争入札に際しましては、ち

ゃんとした競争性が担保できるようにしていきたいと考えております。 

○井熊主査 ほかはよろしいですか。 

 今、皆さん、抜本的に見直して臨むために、これは５年契約なので、その次に関しては

準備が十分できないので、その次に対応させてほしいという、その考え方は理解します。 

 ただ、やはりこの委員会でやっていったときに、例えば次に大きなシステムの更改時期

があるので、そこで調達の抜本的な見直しをするとか、何かそういう将来のマイルストー

ンというのが明示されて、それでしばらく随契でいきますとか、一般競争入札でいきます

というケースはあるんです。ただ、その意味で、これからどういう方針でシステムをつく

るのか全くわからない形で、次を休んで、その次というのは、私の知る限り初めてのケー

スかなと思っています。その意味で、今、大山先生が言われたように、一回、６年という
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のは、ちょっとあまりにも長いなと思いますので、後で事務局とも相談しますけれども、

どういう形で、次に競争性が期待できる調達というのをやるのかという、そのコミュニケ

ーションの方法についてまた相談させていただければなと思います。 

 そういったことを前提としまして、本事業の評価（案）の審議はこれまでとさせていた

だきたいと思いますが、事務局から何か確認するべき事項はございますか。 

○事務局 １点、先ほど小尾先生からご質問のございましたパブリックコメントの件でご

ざいますが、当時につきましては２者から１８件の意見が出ております。その他、ござい

ません。 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえまして、１回休み

ますけれど基本的には継続というような形で監理委員会に報告するようお願いします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（（独）大学入試センター退室） 

 

―― 了 ―― 

 


